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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、現在進行中の国際農業交渉について計量分析を行い、主要各国の交渉戦
略について考察することである。
　分析の結果、我が国の主要な貿易政策の一つである関税を削減した場合、国内農産物価格の変動が激しくなり、市場
が不安定となる可能性があることが明らかとなった。
　また、農産物輸出国間の競争では、現在進行中の国際農業交渉のどのシナリオにおいても、アメリカは自国の利益を
確保することが可能であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study is to analyze quantitatively the international 
agricultural negotiations and to discuss about a strategy of negotiations of main each country.
 The results of this study state that Tariff Reduction makes the prices of agricultural products 
unstable. And the United States has ensured the profit of the own country in all main cases of 
agricultural negotiations.

研究分野：農業経済学
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１．研究開始当初の背景 
(1)世界貿易機関（WTO）農業交渉において
は、主に１．市場アクセス、２．輸出競争、
３．国内支持の３分野について、議論が行わ
れている。一方で、FTAに代表される自由貿
易交渉においては、主に市場アクセスの改善
と各種サービスの自由化を対象に議論し、輸
出競争分野などについては十分な議論の対
象となっていなかった。 
 
(2)しかし、環太平洋パートナーシップ協定
（TPP）交渉においては、アメリカがニュー
ジーランドやカナダの輸出国家貿易企業（輸
出 STE）の解体を要求している。この輸出
STE は輸出補助金と同等の効果を有するも
のとして、WTO 農業交渉の輸出競争分野に
おいて議論されてきた機関である。また、
WTO農業交渉、FTA交渉、TPP交渉を問わ
ず、市場アクセス分野において関税削減につ
いては議論され続けている。 
 
(3)つまり、近年の国際農業交渉における主要
な議論を踏まえ、主要各国の交渉戦略を分析
するためには、市場アクセス分野と、輸出競
争分野に特に注目する必要があると考えら
れる。 

 
２．研究の目的 
(1)本研究の目的は、WTO農業交渉や FTA交
渉、TPP交渉に代表される、現在進行中の国
際農業交渉について計量分析を行い、主要輸
出入国の受ける影響と、貿易交渉における主
要各国の貿易戦略について考察することで
ある。そして、その分析結果から、各国の貿
易交渉における戦略とその背景を明らかに
し、日本の交渉戦略について提言を行うこと
である。 
 
(2)そこで、代表的な農産物輸入国である我が
国において、関税を大きく削減した場合のリ
スクの可能性について分析する。 
 
(3)また、貿易自由化による農産物輸入国の関
税削減が、主要農産物輸出国間の利害関係に
ついて、どのような変化をもたらすのか分析
する。 
 
(4)さらに、輸出補助金、輸出 STE といった
農産物輸出国にとって重要な貿易政策が、各
国の利益をどのように確保しているのか分
析する。 
 
３．研究の方法 
(1)主要な国際農業交渉において、議論の中心
となっている分野の交渉内容について確認
し、今後の貿易自由化の議論決着の方向性に
ついて分析する。 
 
(2)我が国の関税削減のリスクについて分析
するため、農産物の価格変動リスクを計測す

る。指標としては、ボラティリティ
（Volatility）を用いる。ボラティリティは価
格の変動の度合いを表す指標の 1 つであり、
OECD や FAO、IFPRI といった国際機関に
おいても農産物価格の変動リスクを計測す
る際に用いられている。分析に際しては、無
関税で輸入される穀物である大豆を対象と
する。この大豆の国際価格、輸入価格、国内
価格の変動を計測することで、無関税で輸入
される農産物の価格が、国際価格の変動と連
動して不安定になりがちであることを確認
する。また、関税を維持している穀物の例と
して、小麦についても同様にボラティリティ
を計測する。 
 
(3)主要農産物輸出国間の利害関係について
は、研究代表者の開発した、関税、輸出補助
金、輸出 STE、不完全競争を同時に考慮しう
る空間均衡モデルを用い、政策シミュレーシ
ョン分析を行う。具体的には、国際農業交渉
において重要な財として俎上に乗る乳製品
であり、かつ上記関税、輸出補助金、輸出 STE
の３つの貿易政策が問題となる、脱脂粉乳を
事例として、シミュレーション分析を行う。 
 
(4)シミュレーション分析を行うに当たって
は、上記研究の目的(1)の結果を踏まえ、主要
な国際農業交渉である、WTO農業交渉、TPP
交渉の議論の決着方向を基に、分析のシナリ
オを設定する。 
 
４．研究成果 
(1)現在進行中の国際農業交渉の代表である
WTO 農業交渉は停滞が続いているが、はじ
めに述べたとおり、主に１．市場アクセス、
２．輸出競争、３．国内支持の３分野につい
て、議論が行われている。このうち市場アク
セスにおいては関税関連の削減を、輸出競争
分野においては、輸出補助金と同等の効果を
有する政策に上限を設け、削減・撤廃の対象
としている。 
 
(2)また、TPP 交渉においても、市場アクセ
スにおける関税の撤廃だけでなく、輸出競争
分野について様々な規制が規定されている。
具体的には、締約国による TPP 域内向けの
輸出補助金を禁止ししている。さらに、輸出
STEについては「一定の輸出国家貿易企業に
対する特別の融資の撤廃並びに輸出国家貿
易企業の運営及び維持に関する透明性の向
上を要求する輸出国家貿易企業に関する合
意の達成に向けて協力する」（内閣官房ＴＰ
Ｐ政府対策本部（2015））とされており、市
場アクセス分野や輸出補助金ほど明確でな
いものの、今後の撤廃が視野に入れられてい
る。 
 
(3)我が国農産物の価格変動リスクについて
計測した結果、大豆の国産落札価格のボラテ
ィリティ平均値は輸入価格のボラティリテ



ィ平均値に近く、その変動は平均的には同程
度であることが明らかとなった。小麦の価格
ボラティリティにおいては、国産落札価格の
変動は国際価格や輸入価格と比較して小さ
かったことを鑑みると、大豆に「防波堤」と
しての関税がないことが、国内価格が輸入価
格の影響を受けてしまう一因である可能性
が考えられる。 
 
(4)つまり、安易な貿易自由化の進展は、国内
農産物市場の価格変動リスクを高める可能
性があり、関税の削減については慎重な姿勢
を保つ必要があると考えられる。 
 
(5)主要農産物輸出国間の利害関係の分析に
ついては、研究成果(1)の結果を踏まえ、WTO
農業交渉をベースとしたシナリオと、TPP交
渉の結果をベースとしたシナリオについて
分析した。ただし、輸出 STE については、
特に TPP 交渉において、今後解体が進むか
どうかが若干曖昧であるため、輸出 STE の
解体を伴わないシナリオと輸出 STE の解体
を伴うシナリオについて分析した。 
 
(6) WTO農業交渉をベースとし、議長テキス
トに沿って関税率を削減、輸出補助金を撤廃、
輸出 STE を解体した場合のシミュレーショ
ン結果は以下の通りである。 
 
①主要輸出国のうち、カナダ、EU の純輸出
量は大幅に減少する。 
 
②純輸出国のうちアメリカ、インド、アルゼ
ンチンの純輸出量が比較的大きく増加する。 
 
③純輸入国のうち日本の純輸入量が減少す
る。 
 
④その他の国についての影響は比較的小さ
い。 
 
(7)TPP 交渉をベースとし、TPP 交渉参加国
間で、関税を撤廃した場合のシミュレーショ
ン結果は以下の通りである。 
 
①TPP 交渉参加国の中ではカナダおよびア
メリカの純輸出量が比較的大きく増大する。 
 
②TPP 交渉参加国であるメキシコのみ純輸
入量が増大する。 
 
③日本をはじめとする純輸入国は純輸入を
減少させるのに対し、インド、EU をはじめ
とする純輸出国は純輸出を拡大する。 
 
④市場価格は国際的に上昇する。 
 
(8) TPP交渉をベースとし、TPP交渉参加国
間で、関税を撤廃し、かつ輸出 STE が解体
された場合のシミュレーション結果は以下

の通りである。 
 
①ニュージーランドおよびカナダの純輸出
量は減少し、特にカナダの純輸出量は約 93％
と大きく減少する。 
 
②アメリカの純輸出量は研究成果(6)の場合
よりさらに増大し、メキシコの純輸入量も研
究成果(6)の場合よりさらに増大する。 
 
③日本をはじめとする純輸入国は純輸入を
減少させるのに対し、インド、EU をはじめ
とする純輸出国は純輸出を拡大するが、その
拡大幅は研究成果(7)の場合より大きい 
 
④市場価格は国際的に上昇する 
 
(9)以上の、研究成果(6)～(8)を踏まえると、
以下のことが明らかとなった。 
 
①WTO農業交渉、輸出 STE解体を伴わない
TPP交渉、輸出 STE解体を伴う TPP交渉の
いずれにおいても、アメリカは輸出を拡大す
ることができる。 
 
②ただしアメリカにとって、 WTO農業交渉、
輸出 STE解体を伴わない TPP交渉は同程度
の輸出拡大となるが、輸出 STE 解体を伴う
TPP 交渉の結果はそれらを上回る輸出拡大
を見込むことができる。 
 
③一方で、輸出 STE の解体は、特にカナダ
の純輸出量を大きく減少させる。 
 
④さらに、こうしたアメリカの輸出拡大は、
TPP交渉の場合、比較的高関税で最大輸入国
であるメキシコの更なる輸入拡大によるも
のである。 
 
⑤アメリカはどのような状態においても自
国の利益を確保しながら、さらに拡大できる
利益については拡大するよう交渉を行って
いると考えられる。 
 
(10)以上のように、本研究では、我が国のよ
うな農産物輸入国にとって、関税の削減が農
産物輸入の増大以外にもリスクをもたらす
一方で、国際農業交渉をリードする主要輸出
国アメリカが、現在進行する交渉がどのよう
に帰着した場合でも、利益を確保するような
戦略をとっていることが明らかとなった。た
だし本研究では、市場アクセス分野の交渉内
容のうち、関税割り当て制度の分析にまでは
至らなかった。今後の課題としては、これを
含めたより詳細な政策分析を行うことが重
要であると考えられる。また、TPP交渉が一
応の決着を見せ、各国の批准の準備が進みつ
つある。今後貿易構造はさらに変化し、新た
な貿易政策の登場の含め政策の変更がさら
に進むと思われるため、それらについての分



析を行うことが重要となると思われる。 
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